
 

 

調査結果 帯広畜産大学 

 

 

（１）研究倫理教育の体制 

 

 ガイドラインを踏まえた研究倫理教育の体制については、研究倫理教育責任者（理事）

の下、コンプライアンス室において研究倫理教育、研究費・研究活動に関する説明会を企

画、実施している。 

また、毎年度、不正防止計画を定め、関係者の意識向上に関する事項、適正な管理・運

営の基盤となる環境に関する事項、不正発生要因の把握に関する事項、不正防止対策に関

する事項、研究費のモニタリングに関する事項の５項目について、不正発生要因、起こり

うる事態等を整理し、不正防止に取り組んでいる。 

 

 

 

平成２９年度不正防止計画実施結果報告書 
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大学における研究倫理教育の履修管理については、平成 27年度から研究倫理教育に APRIN

の eラーニングプログラムを採用し、以下の取組を行っている。対象教員の受講率は 100％

（平成 27年度～29年度）を達成している。 

・コンプライアンス室で研究倫理教育（APRIN eラーニングプログラム）の受講状況を報

告（毎年１回） 

・不正防止計画進捗状況を運営会議に報告（年３回） 

・研究費・研究活動に関する書面調査の実施及び実施結果について運営会議に報告 

（年１回） 

 

 

（２）研究者等に対する研究倫理教育 

 

 研究者等に対して、大学全体として実施している研究倫理教育については、APRIN e ラー

ニングプログラムの受講を義務付けている。運用については、「研究倫理教育の運用ルール

について」（平成 28年 3月 18日付、研究倫理教育責任者裁定）により定めている。 

 受講については、3 年間有効（受講日が属する年度の 3 年後の年度末まで）としており、

受講範囲については、APRIN e ラーニングプログラムから、畜大基本コース（7 単元）、畜

大応用コース（4単元）を定め、3年毎に交互に受講することとしている。 

 

 畜大基本コース（7単元） 

  ①責任ある研究行為について、②研究における不正行為、③データの扱い 

  ④共同研究のルール、⑤オーサーシップ、⑥盗用、⑦公的研究資金の取り扱い 

 畜大応用コース（4単元） 

  ①利益相反、②社会への情報発信、③ピア・レビュー、④メンタリング 

 

このほか、研究費・研究活動に関する説明会を開催（平成 29年度、日本語 3回、英語１

回）し、コンプライアンス意識の向上を図るとともに、「研究活動の不正行為への対応等に

関するガイドライン」及び「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン」

を常に意識することについての誓約書の提出を義務付けている。 
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誓約書 
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（３）学生に対する研究倫理教育 

 

 学生（学部学生及び大学院学生）に、大学全体として実施している研究倫理教育につい

ては、大学院生については、「帯広畜産大学大学院畜産学研究科における研究倫理教育に関

する申し合わせ」（平成 30年 2月 6日、大学院教育部会議）に従い、APRIN eラーニングプ

ログラムを利用して、研究科に所属する全ての学生に対して、研究倫理教育を実施してい

る。 

  

 実施時期：入学初年次の最初の学期 

 履修内容：APRIN e ラーニングプログラム 

①責任ある研究行為について、②研究における不正行為、③データの扱い、 

      ④共同研究のルール、⑤オーサーシップ、⑥盗用、⑦公的研究資金の取り扱い 

 修了証 ：7 単元全ての履修を完了したカリキュラム修了証を主指導教員に提出 

      修了証を提出していない場合、学年末の進級試験を受講できない 

      演習科目を履修する場合、演習の開始前までに修了証を提出 

 

 また、APRIN e ラーニングプログラムを利用した学習は、大学院畜産学研究科博士前期課

程「動物医科学特別研究Ⅰ」、大学院畜産学研究科博士課程「特別研究」の単位の要件とし

ている。 

 

 学部学生については、新入生オリエンテーション「帯広畜産大学の教育システムおよび

学生支援システム」において教育担当理事から、研究倫理教育に関する内容についても実

施している。 

（うち、研究倫理教育の項目） 

  ・研究倫理 

  ・なぜ研究倫理教育が求められる 

  ・捏造、改ざん、盗用 

  ・その他の研究上の倫理問題（疑わしい行動） 

  ・不正行為に対するペナルティ 
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資料「帯広畜産大学の教育システムおよび学生支援システム」 

 

 

 研究室における管理運営等に関わる事柄に関する研究倫理教育に関しては、以下のよう

な事例等がある。 

 

・研究室から通し番号付のラボノートを支給し、ラボノートのルール（ボールペン使用、

修正ペン禁止、日付、時間、コメントの書き方）を指導し、教員が定期的にラボノート

を確認している。学生には、学部生から、ラボノートは「ラボの財産であり、研究の義

務」であることを伝えている。 

・研究倫理教育に関連するものとして、実験動物規程、実験試料の取扱、MTA、特許、研究

費等がある。大学院生以上は、各自書類を作成しており、教員が指導助言することによ

り、研究者として求められる研究倫理の修得も行われている。 

・研究室では、研究費や奨学金の獲得への取組を通じて、研究費の取得方法、使用方法、

また報告書の作成などを指導している。制度・研究分野のルール等を理解することがで

きるため、研究者としての倫理観のトレーニングに一番良い方法である。 

・学生実験のプロトコルについては、学生が作成し教員が実験を進める前に内容を確認す
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るとともに、プロトコルを電子化し、ラボメンバーが自由に閲覧できるようにし、予期

しない誤りを防ぐための取組が行われている。 

・研究に関する情報は、生データや解析結果等を全てネットワーク HDD（NAS）に保存して

おり、このほか学生フォルダを作り研究や学習に活用している。また、情報管理を徹底

するため、パスワード付の USBを配布し使用を義務づけている。 

 

 
 

 

研究室におけるラボノートの例 
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（４）一定期間の研究データの保存及び開示 

 

 保存を義務付けている研究データの範囲、研究データの保存期間や保存方法については、

平成 27年度に規程を改正し、研究者の責務として実験・観察ノート、実験データその他研

究資料を一定期間適切保存管理することを規定している。 

 平成 28年度、平成 29年度の説明会においても研究者に研究資料の保存・管理に関して、

少なくとも 10 年は開示、承合、検証が可能な形で保存することなどを説明・周知している。 

 

 保存対象の研究データと廃棄する研究データについては、研究者の責務として研究者個

人が判断し決定している。転出又は退出する研究者が保有する研究データの保存について

も、同様に、研究者の責務として研究者個人が判断し決定している。 

 例えば、獣医学分野の研究室では、研究室のスペースを考慮しながら、できるだけ長期

的に骨格標本などの保存等を行っており、比較的広いスペースを確保できていることから、

研究での使用に加えて、学生の教育への活用や地域における普及活動等ための利用なども

考慮して研究資料を管理している。 

 

 

（５）その他研究公正の推進に向けた取組 

 

投稿前などに剽窃の有無を検出するため、剽窃チェックソフトウエアを導入しており、

「学位論文の不正引用等の確認に関する申合せ」（平成３０年２月６日、大学院教育部会議）

により、博士学位論文については、主指導教員からの不正引用等の有無にかかる確認依頼

を受け、大学院教育部長から大学附属図書館に解析を依頼し、大学附属図書館がソフトウ

エアを用いて解析を行うこととしている。 

 

 動物・食品検査診断センターでは、大学機関で初となる食品・生物検査の ISO/IEC17025

の認定を受けている。認定にあたっては、国際的通用性、検査結果の信頼性、安全性証明

等に関して、組織全体の品質マネジメントシステムの構築が求められており、センターで

は、国際規格における文書として標準作業手順書（SOP）に従い実施された試験等ついて測

定結果の記録が行われている。 

国際規格である ISO/IEC17025 の標準作業手順書（SOP）に対応することにより、実験ノ

ート毎の目的・使用するサンプル・実験条件等が明確化され、記録が読みやすく記載され

るとともに、実験 IDの番号の付与、実験ノートの一覧化により、データ等の識別可能性を

確保し容易に検索できる形での管理が進められている。 
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資料「国際規格が求める試験品質管理に対応可能な実験ノートづくりを目指して」 
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調査結果 弘前大学 

 

 

（１）研究倫理教育の体制 

 

 ガイドラインを踏まえた研究倫理教育の体制については、『研究活動における不正行為へ

の対応等に関するガイドライン』に基づき、弘前大学における研究活動上の不正行為を防

止する取り組みとして、平成２７年３月に学内の規程及び細則を改正し、研究者の責務と

して研究倫理教育の受講を義務付けている。 

・国立大学法人弘前大学研究者⾏動規範 

・国⽴⼤学法⼈弘前⼤学の研究活動の不正⾏為への対応に関する規程 

・国⽴⼤学法⼈弘前⼤学の研究活動の不正⾏為への対応に関する細則 

 

 機関全体の実施計画については、以下のとおり第三期中期目標・中期計画に基づき年度

計画を策定し、全学的に取り組んでいる。 

【中期目標】 

  法令等に基づく適正な法人運営を行う。 

【中期計画】 

・研究費の不正使用及び研究活動における不正行為に対する規範意識を徹底するため、

説明会及び e ラーニング等を活用し、競争的資金等の運営・管理に関わる全ての構

成員に対して研究倫理教育を実施する。 

【平成 30年度計画】 

・学内における各種説明会等を活用し、不正経理等の防止について周知徹底するとと

もに、構成員の規範意識を向上させるため、コンプライアンス教育を実施する。 

・研究活動における不正行為防止に関する研究倫理教育を実施し、法令等に基づく適

切な法人運営を行う。 

・研究活動におけるリスクマネジマントに関して、全学的な体制強化を図る。 

 

 責任や役割については、「弘前大学の研究活動の不正行為への対応に関する規程」におい

て、大学における研究活動の不正行為防止及び対応に関する最高管理責任者を学長、統括

管理責任者を理事（研究担当）とし、研究活動における不正行為の防止について全体を統

括するとともに、倫理規範を修得させるため、研究倫理教育を行うものと定めている。ま

た、各部局には研究倫理教育責任者を置き、部局の長をもって充てている。部局の倫理教

育については、研究倫理教育責任者（部局長等）が責任と権限を有し、機関の下、全体の

実施計画に従い、説明会及びｅラーニング等を活用し、研究倫理教育を実施している。 
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 大学における研究倫理教育の履修管理については、研究倫理教育責任者（部局長等）が、

当該部局の受講状況及び理解度を管理することとしている。 

研究倫理教育責任者は、統括管理責任者（理事（研究担当））が指定した期日までに当該

部局の研究者等に対して研究倫理教育を実施し、研究倫理教育を受講した者は、研究倫理

教育責任者に修了証等を提出することとしている。 

受講管理・理解度の測定及び把握は、すべてｅラーニングの WEBページ上で行っている。 

 研究倫理教育責任者は部局の受講状況について定期的に統括管理責任者へ報告すること

とし、統括管理責任者は全学の受講状況を把握し、教育研究評議会において報告している。

（平成２９年度受講率：１００％、平成３０年度受講率：１００％） 

 

 

（２）研究者等に対する研究倫理教育 

 

 研究者及び研究支援人材について、大学として実施している研究教育としては、以下の

とおりである。 

 

《ｅラーニング》（主催：研究推進部研究推進課） 

  eL CoRE、eAPRIN（イー・エイプリン、旧 CITI Japan） 

本学に所属する研究者による研究活動の不正行為に関し、事前に予防に努めることに資す

ることを目的とする。受講対象者は研究推進課が定める期限までに受講を修了することとす

る。（平成３０年度受講期限：平成３０年９月２８日（金）） 

 全教職員（事務補佐員を除く）のうち以下を受講対象とする。 

①本学において研究活動を行う教職員（附属病院職員・附属小中学校教諭等含む、事務補

佐員を除く） 

②弘前大学特別研究員 

③研究倫理教育責任者が必要と認めた者（名誉教授・客員研究員・共同・受託研究等の受

入研究員他） 

 

《新任教員ガイダンス》（主催：総務部人事課） 

  新任教員を対象に、年度当初に１回実施。服務・コンプライアンス、研究費の不正、研究不

正、研究者倫理等について、説明している。 

 

《研究不正防止講演会》（主催：研究推進部研究推進課） 

  本学に所属する教職員を対象に、研究活動の不正行為に関する知識を得る機会を確保し、公

正な研究活動を更に推進することを目的として、定期的に開催することとしている。 

 

  ｅラーニングについては、修了年度を含む５年を有効期限とし、６年目には該当年度の

締切り日までに履修を終えることと定めている。なお平成２９・３０年度は９月末を受講

の締切日とし、１０月以降の転入者については都度研究推進部が適切な締切日を指示する

こととしている。 

平成３０年度１２月に、研究不正防止に関する講演会を行った。またこのような企画を

年に１度設ける計画である。 
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（３）学生に対する研究倫理教育 

 

 学部学生及び大学院学生に対して、大学として実施している研究倫理教育については、

平成２９年度に学部学生及び大学院学生に対する研究倫理教育を見直すにあたり、各学

部・各大学院研究科に対して研究倫理教育の一環としてのｅラーニングプログラムの受講

について意向調査を実施し、その内容を審議した上で規程則改正を行っている。 

１．学部学生…各学部の分野の特性等を踏まえ、各学部で決定している。 

２．大学院学生…平成３０年度以降入学者から必須とし、研究倫理教育の受講を証明す

る書類を学位論文等提出の際の必要書類とした。 

 

 また、各学部・研究科においては、主に卒業研究を通して、研究者としての研究活動に

必要な倫理的配慮について理解させ、研究活動を行う上で、不正行為と見なされる行為を

行わないための基礎的な知識や技能を身につけ、研究者モラルに従い、研究に従事できる

ようになることを目的として、学生及び大学院生が所属する各部局担当部署が実施してい

る。 

 

○ 各学部・各大学院研究科の対応 

 

【人文社会科学部】 

基礎ゼミナール及び各学年のガイダンスにおいて随時指導している。学部で作成した「大学生

のための学習の手引き」を、基礎ゼミナールにおいて利用している。 

学修内容：レポート・論文の作成方法、学習・研究の進め方、研究倫理、口頭発表方法等 

教材：「大学生のための学習の手引き」弘前大学人文社会科学部 

実施頻度：授業 基礎ゼミナール（必修）、卒業研究（必修）、各年次ガイダンス 

実施形式：講義形式 
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平成 30年度 大学生のための学習の手引き（弘前大学人文社会科学部） 
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【教育学部】 

学部の教養教育科目である「基礎ゼミナール」において、大学が配布する「STUDY GUIDE」等

により、初歩的な研究倫理観を育むことを目的とした研究倫理教育を行っている。また、eL CoRE

による個人学修を課すこととしている。 

学修内容：「基礎ゼミナール」は研究倫理、レポートの書き方、実験や調査方法、研究方法 

教材：(1) 「基礎ゼミナール」は教科書・資料集、(2) eL CoREによる個人学修 

実施頻度：(1) 「基礎ゼミナール」は、必修科目、前期または後期に授業回数 15回、 

(2) eL CoREは、３時間程度 

実施形式：(1) 「基礎ゼミナール」は、ゼミナール形式、(2) eL CoREによる個人学修 

 

【医学部医学科】 

研究倫理（不正行為等の注意を含む）について指導するため、専門教育科目（必修科目）の授

業において教育を行っている。 

学修内容：医学科専門教育科目「医の原則」（１年次）では、「医学研究と動物実験の現状」

の単元において、また「特別教育科目（研究室研修）」（３年次）では、ｅラーニン

グ教材を利用し、研究倫理教育（剽窃、データ改ざん等不正行為等の注意）につい

て学修する。 

教材：学内教員の独自教材及びｅラーニング教材 

実施頻度：１年前期及び３年次後期の授業（必修科目） 

実施形式：講義形式（講義）、演習・実習形式（研究室研修） 

 

【理工学部】 

学生の研究者倫理に関する規範意識を身につけさせるため、学部として、授業内における指導

やｅラーニング教材を利用することにより、研究倫理教育を実施している。 

学修内容：論文の作成方法、研究の進め方、研究者倫理等 

教材：ｅラーニング教材の利用及び学内教員による指導 

実施頻度：学部学生については、「基礎ゼミナール（必修）」「卒業研究（必修)」等の授業内

で指導。一部の学科はｅラーニング教材を利用。 

実施形式：ｅラーニング教材の利用の場合は、個人学修。「基礎ゼミナール」や「卒業研究」

等の授業内での指導は、講義や演習などの形式で実施。 

 

【人文社会科学研究科】 

平成３０年度以降入学者に対し、研究倫理 eL CoREの受講を義務づけた。また、修論提出時に

受講証明書を提出することを必須とした。 

学修内容：レポート・論文の作成方法、学習・研究の進め方、研究倫理、口頭発表方法等 

教材：ｅラーニング教材（eL CoRE） 

実施頻度：eL CoREは、３時間程度 

実施形式：個人学修 

 

【教育学研究科】 

学校教育専攻において、研究活動を行う上で、不正行為と見なされる行為を行わないための基

礎的な知識や技能を身につけ、研究者モラルに従い、研究に従事できるようになることを目的と

した授業科目「研究倫理Ⅰ」及び「研究倫理Ⅱ」を開講している。また学生に eL CoREを受講さ

せ、学位論文審査申請等の際に修了証の提出を求めている。 

学修内容：「研究倫理Ⅰ」及び「研究倫理Ⅱ」は、研究倫理、著作権法、知的財産権、論文の

作成方法、知財創造教育 

教材：(1) (2)「研究倫理Ⅰ」及び「研究倫理Ⅱ」は、教科書・資料集、 

(3) eL CoREによる個人学修 

実施頻度：(1) 「研究倫理Ⅰ」は、必修科目、授業回数８回、(2) 「研究倫理Ⅱ」は、選択

科目、授業回数８回、(3) eL CoREは、３時間程度 
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実施形式：(1) 「研究倫理Ⅰ」は、講義･演習形式、(2) 「研究倫理Ⅱ」講義・演習形式、 

(3) eL CoREによる個人学修 

 

【医学研究科】 

医学研究を含む生命科学と臨床における倫理、不正行為について大学院生が知っておくべき事

項と問題点を担当教員の専門領域から紹介し、体系的に広く学ぶ。「研究倫理教育」に関する内

容を含む。 

学修内容：「生命科学倫理学」は、オムニバス形式により担当教員の専門領域から解説 

教材：担当教員が独自に教材、資料を準備。 

実施頻度：「生命科学倫理学」は、選択必修科目、前期に週 1回 

実施形式：講義室で行っているのと同時に、遠隔地の学生のために講義内容をライブで配信

している。またその模様を録画し、欠席した学生のためにアップロードしている。 

 

【理工学研究科】 

学生の研究者倫理に関する規範意識を身につけさせるため、研究科として授業内における指導

や、ｅラーニング教材を利用することにより、研究倫理教育を実施している。 

学修内容：論文の作成方法、研究の進め方、研究者倫理等 

教材：ｅラーニング教材の利用及び学内教員による指導 

実施頻度：大学院生については、ｅラーニング教材を利用した研究倫理教育を必修としてい

るほか、演習や研究等の授業内でも、学内教員により指導。 

実施形式：ｅラーニング教材の利用の場合は個人学修 

 

 また、学部学生に対しては、教養教育ガイダンスの際に、主体的・能動的学修力や学修・

研究倫理についての「弘前大学スタディガイド」を配布し、１年生の教養教育から研究倫

理意識の醸成等に役立てている。 
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弘前大学スタディガイド 
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研究室・研究グループ等における研究倫理教育については、研究室・研究グループ等に

おいて以下のような取組事例がある。 

 

・ゼミ配属され、卒業研究として実験を始めるにあたり、実験ノートを研究室から支給し、

卒業時に研究室に残すように指導。書き方・使い方は、１年次に体験しているが、再度実

験ノートの書き方・使い方の確認をさせている。併せて本学の研究資料の保存に関する取

り扱いの文書を配布し、研究資料の保存方法の理解と遵守をさせている。【教育学部】 

・卒業時には、卒業論文を紙媒体とデジタルファイル（CDROM）、実験ノートの他、論文に使

用しなかった写真や使用したデータのオリジナルなどもあわせて提出させている。また、

作成したサンプルなども整理して残すように指示している。【教育学部】 

・電子ファイルデータについては、一定期間の後、共通コンピューターにデータを保管し、

講座員全員が閲覧できるようにしている。【医学研究科】 

・論文投稿時には共著者全員で内容を相互確認する。【保健学研究科】 

・全ての実験ノートにナンバリングして、どの番号を誰が所持しているかなどの情報を研究

室で一元管理している。【地域戦略研究所】 

・全員にラボノートを配布し、全ての実験に関して方法から結果まで記載を義務付けている。

学部学生や大学院生が卒業後もラボノートは研究室に保管し、必要とされる場合にはノー

トを見ることが出来る状況にしている。データに関してはインターネット上に共通のサイ

トを設け、パスワードを設定し、外部から侵入に対して安全性を確保している。また、定

期的ではないが、必要とされる場合にはラボミーティングを開催し、研究の進捗状況、結

果について議論を行っている。【被ばく医療総合研究所】 

 

 

（４）一定期間の研究データの保存及び開示 

 

研究データの保存等については、「国立大学法人弘前大学の研究活動における不正行為へ

の対応に関する規程」において、「研究者は、研究活動の正当性の証明手段を確保するとと

もに、第三者による検証可能性を担保するため、実験・観察記録ノート、実験データその

他の研究資料等を一定期間適切に保存・管理し、開示の必要性及び相当性が認められる場

合には、これを開示しなければならない。」と規定し、適正な研究活動を推進するため、研

究資料等を一定期間保存することを義務付けている。 

なお、研究資料等の保存の取扱いについては、平成２７年３月に日本学術会議が回答し

た｢科学研究における健全性の向上について｣を踏まえ、大学において｢研究資料等の保存に

関する取扱いについて｣（平成２７年９月９日学長裁定）を定めている。 

   

【研究データの範囲】 

・研究活動における過程を記録する実験・観察ノート、論文や報告等、研究成果発表の

もととなった研究資料等（文書、数値データ、画像等）、試料（実験試料、標本）及び

装置等としている。 
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【研究資料等の保存期間】 

  原則として、当該論文等の発表後１０年間とする。紙媒体の資料等については少なく

とも１０年の保存とする。ただしやむを得ない事情がある場合は、合理的な範囲で廃棄

も可とする。 

試料（実験試料、標本）や装置等「もの」については、当該論文等の発表後５年間保

存することを原則とするが、保存・保管が本質的に困難なものや、多大なコストがかか

るものについてはこの限りではない。 

 

 保存対象の研究データと廃棄する研究データについては、研究室主宰者が判断すること

としている。研究者の転出や退職における研究資料等の取扱いについては、研究室主宰者

は、自らの研究グループの研究者の転出や退職に際して、当該研究者の研究活動に関わる

研究資料等のうち保存すべきものについて、「バックアップをとって保管する」、「所在を確

認して追跡可能としておく」等の措置を講じなければならないとしている。各部局におい

て、後任補充までの間は、部局長が責任をもって保管することとしている。 

 

 

（５）その他研究公正の推進に向けた取組 

 

平成３０年度以降入学の大学院学生に対して、研究者等に求められる倫理規範等を修得

させるため研究倫理教育を実施することに伴い、 学位論文審査等に係る規程等について改

正を行い、博士及び修士の学位論文審査及び教職修士（専門職）の学習成果報告書の審査

に係る提出書類に、研究倫理教育の受講を証明する書類の添付を定めている。 

・弘前大学学位規則 

・弘前大学大学院教育学研究科規程 

 

平成３０年度から、研究・イノベーション推進機構に、研究や産学連携活動における各

種リスクマネジメントに対応するため「リスクマネジメント部門」を新設し、研究推進体

制の強化を図った。 

 

  

-26-



 

 

調査結果 東北医科薬科大学 

 

 

（１）研究倫理教育の体制 

 

 ガイドラインを踏まえた研究倫理教育の体制については、研究倫理教育に関しては、全

学委員会である研究倫理委員会の決定に基づき行われ、平成 30年度からは事務組織改編に

より新たに設置された研究支援課が実施している。 

具体的には、教員全員、大学院生全員及び支援を含めた公的研究に携わる職員を対象に

APRINｅラーニングの受講を必修としている他、年に一度外部講師による研究倫理に関する

講習会を実施している。また、9月頃実施の科研費説明会において研究倫理について啓蒙を

図っている。学部学生には授業において、研究倫理について講義している。 

 

 研究倫理教育など研究倫理意識を醸成していくための大学全体の実施計画については、

全学委員会である研究倫理委員会において、研究倫理教育を企画し、研究支援課が実施し

ている。研究倫理教育の必要性に関する職員への周知については、教授会へ報告し、学内

電子掲示板等で周知している他、eラーニング受講対象者へはメール等で個別に案内してい

る。 

 

 研究倫理教育の履修管理等については、ｅラーニングについては、研究支援課が成績管

理者となっており、未受講者に対しては電子掲示板・メール・書面にて受講を促している。

受講者の受講状況および成績も e ラーニングにて把握している（平成２９年度：教員の受

講率 100％）。 

また、今年度の研究倫理講演会では、「研究活動の「健全さ」を守るために―研究公正と

研究倫理―」と題して、大学における不正防止対策、研究不正とどう向き合うか等につい

て講演を実施するとともに、事後に理解度を図るアンケート等を実施し、次回講演会を行

ううえでの参考としている。 

 

 

（２）研究者等に対する研究倫理教育 

 

 研究者及び研究支援人材について、大学全体として実施している研究倫理教育について

は、「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」（平成 26 年 8 月 26 日

文部科学大臣決定）に基づき、研究に携わる教職員への啓蒙と研究不正行為の防止を目的

として、次の研究倫理教育を実施している。 
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１．APRIN  eラーニングプログラムの受講 

○ 薬学部教員、公的研究に携わる事務職員、大学院生 

公的研究費の取扱い、責任ある研究行為について、研究における不正行為、データ

の扱い、オーサーシップ、盗用 

○ 医学部教員、人を対象とする医学系研究を実施する教員 

公的研究費の取扱い、責任ある研究行為について、研究における不正行為、データ

の扱い、共同研究のルール、利益相反、オーサーシップ、盗用、社会への情報発信、

ピア・レビュー、メンタリング、生命倫理学の歴史と原則、研究倫理審査委員会によ

る審査、研究における個人に関わる情報の取り扱い、研究におけるインフォームド・

コンセント、特別な配慮を要する研究対象者 

 

２．講習会の開催 

講習会を年に一回開催しており、研究倫理の基本、研究不正対策、個人情報の取り扱

い等を指導している。当日は講習会会場から他のキャンパスへの映像配信を実施すると

ともに、出席できなかった教職員向けには、講師の了解を得て、学内限定のホームペー

ジにて講習会映像を一定期間掲載して聴講の機会を増やす便宜を図っている。 

 

 このほか、大学ホームページに関係規程を掲載するとともに、科研費説明会においても

研究倫理教育について説明を行っている。 

 

 

（３）学生に対する研究倫理教育 

 

 学生に対して、大学として実施している研究倫理教育については、大学院生は APRIN eラ

ーニングプログラムを受講しており、学部学生は倫理学の授業の中で学修している。 

学部：授業   

医学部医学科    1年前期（必修）「倫理学」 

 薬学部薬学科    2年前期（必修）「倫理学」 

 薬学部生命薬科学科 2年前期（選択）「倫理学」（研究倫理の内容時は全員受講を指導） 

大学院：APRIN e ラーニングプログラム 

-28-



 

 

 

「倫理学」薬学部 2年次必修 シラバス 
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 研究室・研究グループにおける研究倫理教育に関する取組例として以下のようなものが

ある。 

・研究室において、週に 1 度、スタッフ・学生を含む全員でミーティングを開催し研究に

関する情報共有をしている。 

・ラボノートは、研究開始時に一人一冊用意し、記入方法や記録を残す目的等について周

知し、持ち出し禁止として責任教授のもと管理をしている。 

・研究に関わる電子データについては、専用の PCや NAS 等を用意し全て保存、生データも

各 PCに保存する他、データ消失等に備えバックアップも取っている。 

・論文に関しては、投稿前にスタッフで相互チェックを行う他、外部との共同研究等の場

合は発表前に共同研究先にも確認を取っている。 

 

 

（４）一定期間の研究データの保存及び開示 

 

 研究データの保存及び開示については、平成 28 年 1 月 19 日に東北医科薬科大学研究活

動における研究資料等の保存に関するガイドラインを制定し、このガイドラインに基づき

保存を義務付けている。 

研究活動における試料、データ、実験ノート等は、研究者の責任で適切に保管すること

としている。 

資料（文書、数値データ、画像など）は、原則、当該論文の発表後１０年間保存、試料

（実験試料、標本など）については、原則、当該論文の発表後５年間保存することとして

いる。 

 

 保存対象の研究データと廃棄する研究データについては、研究活動における試料、デー

タ、実験ノート等は、研究者の責任でガイドラインに従って適切に保管することとしてい

る。 

転出又は退職する研究者が保有する研究データの保存について、研究室主宰者は自らの

グループの研究者の転出や退職に際しては、当該研究者の研究活動に関わる資料のうち保

存すべきものについて、バックアップをとって保管する、ないしは、所在を確認し追跡可

能としておく、などの措置を講ずることとしている。研究室主宰者の転出や異動に際して

は、部局の長がこれに準じた措置を講ずることとしている。 

 

研究データの保存等に関する費用負担等については、研究者の責任で適切に保管するこ

ととしている。ただし、保存・保管が本質的に困難なもの（例：不安定物質、実験自体で

消費されてしまう試料）や、保存に多大なコストがかかるもの（例：生物系試料）につい

ては、規定されている保存期間の限りではないとしている。 
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（５）その他研究公正の推進に向けた取組 

 

平成 30年度 4月から、事務組織改編により、総務部企画課で行ってきた研究公正の推進

等に関する業務を充実するため、新たに専門部署として「研究支援課」を設置し、全学委

員会である研究倫理委員会の支援など、研究倫理教育の実施体制等を強化した。 

 

閉鎖的な研究環境に起因する研究不正のリスクへの抑止として、医学部（福室キャンパ

ス）においては、教授室を除く研究室を個室とはせずオープンスペースとしている。また、

大部屋の共同実験室等を設け、日常的に研究者の交流が行われる環境を整えている。 

 

 

医学部のオープンスペース（共同実験室） 

 

 

学位論文のもととなる論文については、学位審査前に論文剽窃・盗作検知ソフトで必ず

チェックすることを義務づけている。 
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調査結果 東京外国語大学 

 

 

（１）研究倫理教育の体制 

 

 ガイドラインを踏まえた研究倫理教育の体制については、最高管理責任者（学長）、統括

管理責任者（研究担当理事）のもと、各部局に研究倫理教育責任者（部局長）を置いてい

る。 

研究倫理教育責任者は部局内の研究活動における不正行為の防止について実質的な責任

と権限を持ち、統括管理責任者の指示のもと、教職員等に対し、研究倫理教育を定期的に

実施している。 

平成 26年度に「国立大学法人東京外国語大学不正行為防止計画」を策定しており、この

計画のもと、不正行為防止計画推進本部が年度ごとに具体的な実施計画を立て、項目ごと

に計画の実施を担う部局等の割り振りを行っている。担当となった部局等は年度末に実施

結果を推進本部に報告する。推進本部は実施状況を検証し、必要に応じて計画の見直しを

図ることとしている。 

なお、平成 30 年度は研究倫理に関し、①研究倫理プログラム等の受講促進、②研究倫理

に関する説明会の開催、③研究倫理に関する情報の発信と共有、の３つの実施計画を立て

ている。 

 

国立大学法人東京外国語大学不正行為防止計画 
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大学の実施計画については、各部局長で構成する不正行為防止計画推進本部が中心とな

って実施計画（年度計画）を策定し、各部局が実施計画（年度計画）を遂行する形をとっ

ている。本年度の実施計画は以下のとおり。 

 

・所属の教員に対し、研究倫理プログラムの受講に対して便宜を図る。 

・所属の教員に対し、研究倫理に関する説明会への参加を徹底するとともに、やむを得

ず参加できない者に対しては、別途フォローアップ方策を講じる。 

・研究推進本部が発信した研究倫理に関する情報（大学の取り組み、他大学の事例等）

を部局にフィードバックし、共有する。 

 

これらの計画について、部局長（研究倫理教育責任者）の責任のもと、情報発信や情報

共有等を行っている。 

 

 

（２）研究者等に対する研究倫理教育 

 

研究者及び研究支援人材について大学全体として行っている研究倫理教育については、

不正行為防止計画推進本部が実施している。 

 

①研究倫理 e ラーニングコース（eL CoRE）の受講促進・管理。 

②研究倫理に関する情報を適宜学内会議等にて発信（研究倫理教育責任者がそれらを各

部局にフィードバックし、共有している）。 

 ③平成 30年度教職員向け研究倫理研修会（コンプライアンス研修会と合同実施）につい

て平成 31 年 1 月に実施（教員対象：3 回、事務職員対象：1 回／教員対象はいずれも

各教授会に先立ち実施）。 

 

 ②については、年 4回程度、統括管理責任者より研究倫理教育責任者（部局長）に対し、

部局会議等の場で資料を配付・説明し、理解を促すよう依頼しており、それを受けて研究

倫理責任者は各部局の教授会等で資料配付及び説明を行っている。学修内容は、研究倫理に

関する基礎的な知識や他大学の事例等が中心となっている。なお、取り扱う他大学の事例につい

ては、文科省の公表事例から、研究分野や大学の規模という点で東京外国語大学と類似する大学

の事例を選定し、教材とすることにより、研究不正事案をより身近なものとしてとらえる機会と

し、一層の注意喚起を行う等の工夫をしている。 
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学内説明資料 研究活動における不正行為とは？ 

 

 

 大学では、様々な外国語の専攻があるため、基本的に日本人教員と外国人教員について、

区別した研究倫理教育を行っていないが、日本学術振興会及び科学技術振興機構が公開し

ている研究倫理教育用テキスト（外国語対応）を活用し、大学の Web ページに掲載して、

大学教員のほか非常勤研究者等、学内の教授会等に属さない研究者等に向けて発信し、閲

覧に供している。 

 

 研究倫理教育の履修管理については、担当事務局である研究協力課が、受講対象者、受

講の有無等のデータをエクセルファイルで管理している。理解度の確認については、研究

者に研究倫理 e ラーニングコース（eL CoRE）を受講させており、理解するまで（コースを

修了するまで）受講させていることにより担保している。 
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（３）学生に対する研究倫理教育 

 

 学生及び大学院生に対して、大学全体として実施している研究倫理教育については、学

生向けの剽窃・盗用防止ガイドラインを策定し、履修案内に掲載して全員に配布している

ほか、大学の Web ページ上に掲載し、周知を図っている。剽窃・盗用防止ガイドラインは、

「論文・レポートを執筆する際に注意すべきこと」として、主に剽窃・盗用・改竄などの

不正行為について注意を促す内容となっている。剽窃・盗用防止ガイドラインは、学期初

め等に配布する履修案内に掲載している（同ガイドラインは２０１９年４月に更新予定）。 

 

剽窃・盗用ガイドライン（2014 年 2月 17 日、東京外国語大学） 
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学部生及び大学院生ともに、初年度に研究倫理に関する必修の授業を受講させている。

研究倫理に関する必修の授業について、学部では、学術論文の読み方、書き方、口頭発表

の方法、研究者倫理等が学習内容となっている。学部の授業は講義形式で必要な知識を学

習するほか、実際に口頭発表を行い、論文を作成して提出することが必須となっており、

口頭発表や作成した論文が研究倫理に沿った形式・内容となっているかも評価基準となっ

ている。 

また、大学院では、大学院において必要とされる研究能力の基礎を身につける授業の中

で、「研究倫理」という回を設け、研究倫理に関する基礎的な知識や具体的な事例、研究不

正がなされた場合のペナルティ等、研究倫理全般についての学習を行っている。大学院の

授業については、「研究倫理について」という独自に作成した教材を使用して授業を行って

いるほか、学内のオンライン学習管理システムに教材をアップし、学生がいつでもアクセ

スできるようにしている。 
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総合国際研究基礎「研究倫理について」 

 

学部 3 年生以上及び大学院生はゼミに所属することが必須となっており、各ゼミでは指

導教員が個別に研究倫理教育を行っているほか、論文の書き方等、研究倫理教育を含む内

容をホームページに掲載している指導教員も多く、学生がいつでも閲覧できるようなって

いる。 

文系の大学のため、ラボという概念が希薄であるが、同じ言語を教えている教員の研究

室同士など、研究室同士が繋がりを持っているケースは多く、例えば学生等が論文を執筆

するにあたって、他の研究室が作成している論文執筆のガイドラインをチェックするよう

に指導するなど、ある程度の相互チェックシステムが働いている事例もある。 
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（４）一定期間の研究データの保存及び開示 

 

 研究データの保存については、「研究資料等の保存等に関するガイドライン」以下のとお

り規定している。 

 

・人文社会系の大学であるという本学の特性に鑑みれば、理系分野で一般的である生データ、実

験・観察ノート、実験試料・試薬等の保存という問題はほとんど生じない。しかしながら、本

学においても、その研究活動に係る研究資料等の保存については、分野の特性に相応する範囲

で最大限に配慮されなくてはならない。 

・論文や報告等、研究成果発表のもととなった研究資料等は、後日の利用・検証に堪えるよう適

切な方法で保存しなければならない。 

・保存に際しては、後日の利用・参照が可能となるようなメタデータ（資料に関する情報を記述

したデータ）の整理や検索可能性・追跡可能性の担保に留意しなければならない。 

・研究資料等のうち、論文執筆のもととなった調査資料や数値データ等の保存期間は、理系分野

の研究資料の一般的な保存期間に準じて、原則として当該論文等の発表後 10 年間とする。電

子化されたデータについては、メタデータの整理・管理とともに、適切なバックアップの作成

により再利用可能な形で保存すること。 

 

 保存対象とするデータと廃棄するデータについては、ガイドラインに基づき研究者が自

ら判断を行うこととしている。転職や退職に際しては、関係者と相談のうえ、バックアッ

プを取って保管する又は所在を確認し追跡可能とする等の措置を行うこととしている。 

 

（１）研究資料等は、それらを生み出した研究者自身が責任をもって保存・管理しなければなら

ない。 

（２）科学研究費助成事業等の共同研究の研究代表者は、自らのグループの研究者の転出や退職

に際して、当該研究者の研究活動に関わる研究資料等のうち保存すべきものについて、関係

者と相談のうえ、バックアップをとって保管する又は所在を確認し追跡可能としておく等の

措置を講ずるものとする。 

（３）科学研究費助成事業等の共同研究の研究代表者及び分担者の転出や退職に際して、学長ま

たは学長が指名する者は前項の措置を講ずるものとする。 

 

 

 大学における研究室毎の研究データ保存に関しては、例えば、人社系の調査研究を行う

研究室では、調査対象者への個人情報保護や倫理面への配慮等が重要であるため、書面調

査やインタビュー等をふまえ論文等として研究成果を公表する際、根拠となる研究データ

として保存される質問票等については、研究室において鍵付きの書庫に保存し閲覧制限を

厳格に行うなどの配慮を行っている。 

 また、電子データの保存に関して、例えば、コーパス等に関する研究については、研究

室においてデータベースを独自に作成し保存・公開しているが、さらに、データを利活用

する観点から、大学共同利用機関の持つデータベースとの連携・協力にも取組むこととし

ている。 
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（５）その他研究公正の推進に向けた取組 

 

 附属図書館内に大学院生を相談員とした学習相談デスクを設置しており、「レポートに役

立つ参考文献＆引用」など同デスクで作成した資料等を用いて、参考文献の書き方や引用

文の示し方など学生から寄せられる学習に関する具体的な相談に対応している。 

資料は図書館内で配布するとともに、ホームページから学生がいつでも入手できるよう

にしている。 

 

 
 

レポートに役立つ参考文献＆引用（学習相談デスク） 
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学習相談デスク（英語資料） 
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調査結果 東京海洋大学 

 

 

（１）研究倫理教育の体制 

 

 ガイドラインを踏まえた研究倫理教育の体制については、最高管理責任者を学長、統括

管理責任者を理事、研究倫理教育責任者を各部局長としている。研究倫理教育責任者は、

東京海洋大学研究活動不正行為等防止室が決定した方針に基づき、定期的に研究倫理教育

を実施している。研究倫理教育責任者は、実施方針に基づき、部局に所属する研究者及び

研究支援人材（教職員）及び学生の研究倫理教育の受講について指導することとしている。 

 

〔平成 29年度〕 

①新規採用の教職員に CITI Japan プログラムを履修させるとともに、前年度末までに履修

未了の教職員にも、着実に履修・修了させる。 

②新たに履修対象となる大学院生及び学部学生に対して、CITI Japan プログラムを履修さ

せるとともに、前年度末までに履修未了の学生にも着実に履修・修了させる。 

③前年度に実施したアンケートの検証結果を踏まえ、CITI Japan 履修説明会を実施する等、

修了率向上を目指した改善策に取り組む。 

 

〔平成 30年度〕 

①CITI Japanプログラム（平成 30年 10 月 1日より「eAPRIN（イー・エイプリン）」へ名称

変更）の新システムへの円滑な移行に向けて手続きを行うとともに、教員等の研究者、

学生及び事務職員等が履修する単元を再検討して決定する。 

② ①により決定された履修単元に基づき、対象となる学生及び３年毎に実施する教職員

の eAPRIN受講を実施する。 

③eAPRINプログラムの当年度履修状況を検証する。 

 

研究倫理教育責任者は、実施方針に基づき、部局に所属する研究者及び研究支援人材（教

職員）及び学生の研究倫理教育の受講について指導することとしており、教員に対しては

学術研究院長が、学部学生に対しては各学部長、大学院学生に対しては大学院研究科長、

事務職員に対しては事務局長が実施している。また、練習船の船員についても研究倫理教

育の対象としている。 

 

 大学では、研究不正防止室に研究倫理教育責任者である部局長が入り、研究分野別の

eAPRIN の履修などの研究倫理教育を全学的に実施している。 

 また、海洋系の総合大学であることから、海洋生命科学部、海洋工学部、海洋資源環境
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学部の 3 学部および大学院海洋科学技術研究科には、それぞれに生命科学系から理工系、

人文系の様々な分野が含まれため、平成 30 年度からは、APRIN e ラーニングプログラムの

生命科学系、理工系、人文系の中から、研究者や学生の専門に応じていずれかを履修でき

るように改善した。 

 

 

 

東京海洋大学 CITI Japan(APRIN e ラーニングプログラム)履修単元表 
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教職員（非常勤職員を含む）および学部学生と大学院生にｅラーニングである eAPRINの

受講を義務付けており、必修とした全ての単元の問題正答率が 80％以上になることが修了

の要件となっている。 

 大学における研究倫理教育の履修管理については、ｅAPRINでは個別に成績を管理するこ

とが可能となっており、研究者等の履修・修了の状況は事務担当者が随時確認して研究倫

理教育責任者および不正防止室長に報告して、未履修者や未修了者に対しては適宜、研究

倫理教育責任者、不正防止室長から履修、修了を促している。 

 特に、毎年 eAPRIN履修対象者に対してアンケート調査を実施し、その結果について不正

防止室会議において検証を行い、役員懇談会や部局長会議、教授会で報告するとともに、

検討した改善策（履修説明会の実施、ゼミを通じての教員から学生に対しての受講の指導

など）に取り組むことにより、履修率の向上を図り、研究倫理教育の充実に努めている。 

 さらに、学長から卒業生・修了生に対するメッセージとして研究不正防止や研究倫理教

育の重要性についても東京海洋大学学生情報誌拓海に寄稿するなど、大学全体で研究倫理

意識の醸成に努めている。 

 

 

（２）研究者等に対する研究倫理教育 

 

研究者及び研究支援人材について、大学全体として実施している研究倫理教育について

は、具体的には、以下の通り実施している。 

 

１．新任教職員研修及び教授会開催時に、本学における行動規範、研究活動及び研究費不

正防止等について講義を実施している。 

２．採用時に日本学術振興会ホームページで公開している研究倫理教育教材「科学の健全

な発展のために－誠実な科学者の心得－（テキスト版）を履修したうえで、誓約書に

理解度を記載させて提出させている。誓約書の提出がない場合には、公的研究費の運

営・管理等を扱えない措置を講じている。 

３．採用時及び 3年毎の定期実施年における eAPRINプログラムの履修を、研究者のみなら

ず研究支援人材に対しても義務付けて、修了及び成績を管理している。 
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（研究者向け）コンプライアンス教育・研究倫理教育 

 

 研究倫理教育の外国語対応については、eAPRIN には英文教材が用意されているため、こ

れを利用している。また、研究倫理教育の実施については外国人の教職員と学生に対して、

日英併記の通知文で知らせている。 

 

 

（３）学生に対する研究倫理教育 

 

学生（学部学生及び大学院生）に対して、大学全体として実施している研究倫理教育に

ついては、具体的には、以下の通り実施している。 

大学院生及び学部学生全員が eAPRINを必ず受講することとしており、特に、学部学生が

eAPRIN を受講することについては、教員と学生が同じ教材を使うことにより、研究室等で

の指導における教育効果が高まることも、大学として期待しているものである。また、研

究倫理教育の外国語対応については、eAPRIN には英文教材が用意されているため、これを

利用している。 

 

〔大学院生〕 

博士前期・後期の各課程の入学時に、eAPRIN（９単元）を履修することとしている。
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eAPRIN 修了は、学位論文の審査要件となっており、学位論文審査委員会においてその修

了を確認して「論文審査及び最終試験の結果要旨」の中に、「大学院海洋科学技術研究科

が指定した研究者倫理教育を修了していることを確認した。」ことを明記することとして

いる。 

また「特別演習」、「特別研究」の科目において指導教員より、研究倫理教育に関連す

る指導を受けており、特に、博士後期課程では、合同セミナーの一環としての公開の中

間発表会において研究倫理教育も含めた研究指導を受けることとなる。 

 

 

修士論文最終結果要旨における倫理教育修了確認済み記入例 
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〔学部学生〕 

入学時のオリエンテーションで研究倫理教育について紹介し、卒業論文研究の開始前ある

いは開始時に、eAPRIN（６単元）を履修することとしている。海洋生命科学部と海洋資

源環境学部では 4 年時の必須科目である「セミナー」の単位において、また海洋工学部

でも必須科目「ゼミナール」の 3 年後期の単位において、研究者倫理教育の学習を含む

ものと規定している。 

さらに、研究倫理意識の醸成に関する教育内容については、海洋科学部は JABEE 認定

を受けており、その一環として技術者倫理（技術者としての倫理と、責任ある社会活動

を可能にする能力を身に付ける）として「１年次：哲学・科学史・こころと身体・生命

倫理；２年次：生命文化・心理学・技術史・哲学史」から 2 科目を履修することとして

いる。海洋生命科学部および海洋資源環境学部にも拡大することを検討している。 

 

 また、研究室・研究グループにおいて行われている研究倫理教育については、研究室で

は、「セミナー」あるいは「ゼミナール」での研究発表やラボミーティングなどの機会を通

じて、研究活動における剽窃や盗用などの不正行為への注意喚起などがなされているほか、

以下のようなものがある。 

 

・ 生命科学系の研究室などでは、学生はラボノートを作成して定期的に指導教員による

チェックを受けるなど適切に管理することを通じて、日常的に研究倫理教育が行われて

いる。 

・ 学外でのフィールドでの調査、実験を行う研究室では、野帳などの適切な記録、（デジ

タル化した）保管などの指導を日常的に受けることになる。 

 

研究倫理教育に関連する取組として、海洋系を総合的に教育研究する大学であることか

ら、例えば、動物実験や人を対象とした研究など、それぞれの分野によって研究を進める

ため関連する法令順守の下で研究を進める必要があり、特に、海外との共同研究が増える

中では、生物多様性条約における ABS問題や安全保障貿易管理などへの対応も必須である。

これらの点についても、研究者や学生に対する広義のコンプライアンス教育の一環として

取り組むこととしている。 

 

 

（４）一定期間の研究データの保存及び開示 

 

 保存を義務付けている研究データの範囲、研究データの種類別の保存期間や保存方法に

ついては、国立大学法人東京海洋大学における研究活動に係る不正行為及び公的研究費の

不正使用等の防止等に関する規則第３条第２項において、「研究者等は、研究成果の証拠と
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なる必要最低限の実験・観察ノート等の記録媒体の作成・保管及び実験試料・試薬の保存

等を行なわなければならない。この場合の記録媒体などは、当該記録媒体をもとに得た研

究成果の発表から５年間保存するものとする。なお、必要がある場合は開示すること。」と

規定している。 

 

 保存対象の研究データと廃棄する研究データについては、研究室あるいは研究者自身が

それぞれの研究分野や規則、学会の指針等を踏まえ、研究データの特性に基づき区分して

いる。 

 

転出又は退職する研究者が保有する研究データの保存については、研究データの特性に

基づき、研究室内あるは近い専門分野の研究者によってデータの引継ぎを行っている。研

究室主催者が転出又は退職する場合は、原則として所属していた部門内の教員に引継ぎを

している。現状では、研究室・研究者がデータを保存しているため、管理コストや費用に

ついては、当該研究室・研究者が負担している。 

 

 

（５）その他研究公正の推進に向けた取組 

 

大学に特徴的なデータに関して、練習船における海洋観測や調査については、船舶・海

洋オペレーションセンター観測部門の研究者が、一般的な観測装置の保守点検、機器較正

を行うとともに、そのデータを保存、管理している。これには、練習船の航海士から受け

取った船舶の運航に関わる GPS の位置情報や航海情報、ADCP データなども含められ、調査

に参加した研究者に提供されるとともに、一部は公表している。 

海洋観測データについては、観測機器を用いて海域の基本データを時間・空間的に集積

するものであり、取得した観測データを研究に使用するためには、観測メタデータ（例え

ば、船の航海ログ、野帳等）が重要になるとともに、観測機器メーカーによる品質メタデ

ータ（例えば、メーカーによるデータの較正結果等）を合わせて利用することとなる。こ

のため、機器からのローデータのみでは意味をなさず、品質メタデータ・計算式等も含め

てデータを保存する必要があることに特徴がある。 

また、海洋観測データについては、大学設置以来、長年の蓄積があり、情報の管理につ

いてデータ責任者（所有者）の権利と義務等も含め整理し研究者に提供できるよう、専任

研究者が所属する観測部門でデータの保存・開示を取扱っている。 
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東京海洋大学における海洋観測データの保管・開示の状況 
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調査結果 海洋研究開発機構 

 

 

（１）研究倫理教育の体制 

 

 ガイドラインを踏まえた研究倫理教育の体制については、機構では、「研究活動行動規準」

を定め、研究者のみならず機構役職員が、機構において研究活動及び研究活動に関連する

すべての業務を実施する上で不正に繋がる行動は行わないよう、当該行動規準に記載の事

項を心掛けることとしている。「研究活動行動規準」の記載事項は以下のとおりである。 

 

１．研究活動に携わる者として、常に誠実性、客観性、透明性をもって研究活動にあたり、

課せられた社会的責任を全うします。 

２．研究活動に係る資金については、社会からの負託の基に供与されているものと強く認

識し、適正な申請・管理・執行に務めます。 

３．研究活動における不正（研究に関わる捏造、改ざん、盗用、研究資金の不正使用等）

を発見した場合には黙認せず、JAMSTEC に所属する者として定められたルールに基づき、

適切に対応します。  

４．指導的な立場にある者は、JAMSTECの方針に則り、各々の部門において誠実な研究活動

を維持向上できる環境の構築に務め、研究活動における不正の余地が生じないよう、

日々適切なコミュニケーションを心がけます。 

 

 平成 26年度の「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」改訂を踏

まえ、「研究活動における不正行為への対応に関する規程」、「研究活動における不正行為へ

の調査等実施細則」及び「研究倫理教育の実施に関する細則」を制定し、機構における研

究活動の不正行為への対応及び研究倫理教育に関する体制を整備している。 

理事長は、最高管理責任者として機構全体を統括し、研究活動における不正行為への対

応に関して最終的な責任を負い、研究担当理事は、統括管理責任者として最高管理責任者

を補佐するとともに、研究倫理教育を含め研究活動における不正行為への対応を統括する

こととしている。また研究倫理教育の体制としては、担当する部署に係る研究倫理教育を

実施するための責任者として、研究倫理教育責任者及び研究倫理教育責任者が行う研究倫

理教育の実施を補佐する研究倫理教育副責任者を設置している。 

 

研究倫理教育責任者は研究部門、開発・運用部門及び経営管理部門ごと（研究審議役・

執行役・各センター長、プロジェクト長等）に設置し、所属する職員が研究倫理に関する

研修を適切に受講するよう、毎事業年度に担当する部署に係る研究倫理教育計画を策定し

ている。また、研究倫理教育責任者は、策定した研究倫理教育計画を統括管理責任者へ報
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告した上で、担当する部署に属する職員に対し研究倫理教育を実施している。 

各部署の研究倫理教育責任者は、他の部署の研究倫理教育責任者と協議の上、合同で研

究倫理教育計画を策定し、研究倫理教育を実施することができると諸規程で定めている。

これに基づき、平成 30年度の計画については、船員を除く職員については合同で研究倫理

教育計画を定めている。 

研究倫理教育計画では、研修のコースを 3 つに分類（研究者コース、一般コース、ダイ

ジェストコース）し、基幹職（研究系）、基幹職（事務・技術系）及び支援職によって受講

するコースを分け、職種や業務に応じて最低限必要となる研究倫理意識を醸成できるよう

な内容としている。船員については、乗船期間が長いことから上記研究倫理教育計画に基

づく教育の実施が困難なため、研究倫理教育責任者である海洋工学センター長が「船員コ

ース」を策定し、船員の業務上最低限必要な研究倫理に関する知識を得て研究倫理意識を

醸成できるよう、乗船中でも実施可能な研修内容を策定している。 

 

 研究倫理教育の履修管理については、船員を除く職員は、研究倫理教育の教材として e

ラーニングプログラムを使用しており、e ラーニングのシステムで人事部が受講状況を定期

的に確認し、未受講者に対して受講を促している。また、理解度の測定のため、テキスト

学習後、各科目のテストを受けさせており、各コースの必須受講である各科目のテストの

正解率が 80％以上であった場合に「修了（受講済）」と判定されるため、修了済みであるこ

とで受講者の理解度を把握している。 

 船員には乗船期間が長いことから、e ラーニングプログラム受講が困難であるため、「科

学の健全な発展のために-誠実な科学者の心得-」をテキストとして配付しテキストを読了

した後、所属長経由で修了届を提出させ履修状況を管理している。 

研修を修了した旨は、人事記録にも記載し履修状況及び最終履修日を人事部において把

握・管理している。 
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（２）研究者等に対する研究倫理教育 

 

 機構全体として実施している研究倫理教育については、以下のようなものがある。 

 

① eラーニング 

研究倫理に関する意識醸成のために必要な基本的な知識を得ることを目的として、全職

員に対し実施している。 

 

・学修内容 

基幹職：責任ある研究行為、研究における不正行為、データの扱い、共同研究のルール、 

オーサーシップ、盗用、公的研究資金の取り扱い 

支援職：公的研究資金の取り扱い、責任ある研究行為（ダイジェスト） 

船員：責任ある研究活動、研究計画を立てる、研究を進める（個人情報の保護、デ

ータの収集・管理・処理、研究不正行為等）、研究成果を発表する（オーサーシッ

プ、著作権等）、共同研究をどう進めるか、研究費を適切に使用する、等 

・教材 

船員を除く職員：一般財団法人公正研究推進協会（APRIN）提供の e ラーニングプログラム 

（eAPRIN）、初任者研修における講義（研究活動における不正防止及び公的研究費に

おける不正防止について） 

船員：「科学の健全な発展のために－誠実な科学者の心得－」 

     日本学術振興会「科学の健全な発展のために」編集委員会 編 （丸善出版） 

・実施頻度 

  採用年度に実施している。（個人学修形式） 

（ただし、eラーニングプログラムについては、他機関にて 5年以内に同等の教育を受けて

いる場合は受講を証明する書類を提出することにより受講したものと取扱う） 

なお、最終履修から 5 年が経過した職員については、研究倫理に関する知識及び意識を再

度向上させる必要があるため、再受講させる予定である。 

 

② 初任者研修 

 機構において研究活動及び研究支援業務を行う上で必要な研究倫理意識を醸成するため、

新規採用者を対象として、法務・コンプライアンス課及び研究業務課から「研究活動及び

公的研究費に係る不正防止」についての内容や機構における体制等を紹介する講義形式の

研修を行っている。  

 また、法務・コンプライアンス課による「コンプライアンス」に関する研修の中でも「研

究活動行動規準」の紹介も含め、研究活動のみならず不正行為が起きる背景や不正行為を

起こすことによる影響を説明し、不正行為を行わないような意識を持てるような講義を行

っている。 

 

・学修内容 

研究活動及び公的研究費に係る不正防止：不正行為の定義、ガイドラインの背景・ポイン

ト、機構の制度、研究倫理教育、データの保存、健全性の向上 

コンプライアンス：機構におけるコンプライアンスの概念、研究活動行動規準の紹介、不

正行為が発生する要因の説明 
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・教材  機構独自教材（PPT資料） 

・実施頻度  4月及び 10月の年 2回（講義形式） 

 

③ 管理職研修 

新たに管理職となった職員に対して、人事部主催の研修の中で、法務・コンプライアン

ス課から、研究活動及び研究費における不正行為の最近の事例紹介を含め、機構における

「コンプライアンスとは何か」を講義形式の研修を行うことにより、管理職として研究不

正を起こさせない環境作りの重要性を認識するよう教育を行っている。 

 

・学修内容 

不正行為が発生する要因の説明、研究活動及び研究費における不正行為の最近の事例紹介、

研究不正を起こさせない環境作りの重要性 

・教材  機構独自教材（PPT資料） 

・実施頻度 7月～8月にかけて年 2回（講義形式） 

 

研究グループごとの研究倫理教育については、各研究グループの特性に応じて研究不正

とならないようなフローや環境を整備するといった方法を用いている。具体的な研究グル

ープにおける研究倫理教育に関する取組の事例としては、以下のようなものがある。 

 

・生命科学研究では、次世代シーケンサーから出力される多量のデータは部署横断で管理を行っ

ている。 

・中長期的な試料の管理は、部署横断で対応する仕組みを構築すべく準備を進めている。 

・実験室においては、可能な限りグループ等で縦割りの割り当てとせず、オープンな環境を構築

することにより、不正が起きる原因となる、グループ毎の蛸壺化や、一人が籠って実験をする

ような状況を避ける環境作りを行っている。 

・機構の研究者が機構船舶での航海で取得された観測の生データは、情報管理部署に提出してい

るため、機構内研究者であればすぐに誰でもアクセスできる状態となっている。 

・海洋観測におけるデータの品質管理の点では、機構のホームページを通じてデータ・セットを

外部公開しており、生データの他、解析方法も記載しているため、誰でも検証が可能となって

おり、不正は起きにくくなっている。 特に最近ではデータ・セットに DOI をつけることで、

データ・セットへの永続的なアクセスも保障している。 

 

 

（３）一定期間の研究データの保存及び開示 

 

 研究データの保存・管理については、「研究者によるサンプル・データの管理」と「情報

管理部署等による公開・二次利用に供する生データ及びサンプル類の管理」として、大き

く分けて二つに整理している。 
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機構におけるデータ・サンプル取扱・管理に関する規程類の体系 

 

【研究者によるサンプル・データの管理】 

研究から取得されるデータについては、特別な契約がある場合を除き機構に帰属する旨を規程

類で定めている。 

また、機構の保有する船舶や施設・設備等を利用して取得したデータ・サンプルの保存・管理

についても同様に規定している。一方、機構の保有する船舶や施設・設備以外で取得したデータ・

サンプル及び研究中に取得されるデータ・サンプル等については、一定期間保存しなければなら

ないことは定められているが、機構における研究分野が多様なこともあり、これまで詳細な保存

のルール等を定めた規程類は作られておらず、各研究グループが保管・管理を行ってきている。 

これら詳細な定めがないデータ・サンプル等の保存・保管への対応の一つとして、研究推進部

において「研究倫理に係る研究活動の手引き」を策定し、発表論文の根拠となる研究データ類（電

子データ、紙媒体情報、サンプル、資料等）のうち、電子データについては、論文発表の時点か

ら原則 10 年、サンプル等試料は原則 5 年保存することとし、また、実験ノートがあれば、関連

する研究データ類とともに保管することを記載し推奨している。なお、現在当該手引きを見直し

規程化することを検討中である。 

 

 

【情報管理部署等による公開・二次利用に供する生データ及びサンプル類の管理】 

機構において保存を義務付けている研究データとして、機構の保有する船舶や施設・設備等を

利用して取得したデータ・サンプルについては、機構外の研究者等にも広く利用してもらうこと

を目的として、取扱いに関する規程類を定め、それぞれの管理責任・保管部署により保管・管理

を行っている。 

特に岩石及びコアサンプルについては、研究者から保管部分として提出されたサンプルを、サ

ンプル保管部署が適切に管理しているため、保存状態が良いまま保たれている。 

更に機構の保有する船舶等で取得したデータ類については、情報管理部署に提出され、専門の
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職員により研究に利用するために適切な補正処理を行い公開する体制がある。これにより生デー

タ取得の際に、万が一疑わしい数値等があればデータ提出者に確認を行うため、生データにおけ

る不正行為の防止にもつながっている。 

また、データ・サンプル類については、外部からも利用できるよう、情報管理部署において一

元的に管理され、公開猶予期間終了後は必ず公開されることとなるため、生データや元サンプル

に対する追試がしやすく実質的に不正をしにくい仕組みとなっている。 

 

 
 

海洋地球観測データのサンプルの管理と公開について 

 

 

各データ・サンプルの類型とその取扱い概要は以下のとおり。 

 

・航海により得られた調査観測データ・サンプル： 

データについては、保管期間は定めていないが、廃棄する場合は、情報業務委員会での審議が

必要なため恣意的な廃棄はできない仕組みとなっている。航海に参加する研究者は、当該航海で

取得したデータ・サンプルを機構に提出するまでの間、適切に保管しなければならない。情報管

理部署は提出されたデータ・サンプルを適切に保管し、散逸や汚損を防止する。機構は航海に参

加した研究者に対して公開猶予期間（優先利用期間）を与え、公開猶予期間終了後は法令や機構

の諸規程に抵触しないことを確認し、当該データ・サンプルを公開する。 

 

・航海により得られたコアサンプル（地球深部探査船「ちきゅう」を用いた航海除く）： 

保管期間は 10年としている。10年を経過したサンプルは保管の継続、譲渡、廃棄のいずれの

措置を行うか、保管責任者が決定する。保管部署は提出されたサンプルについて、合理的な範囲

内で可能な限り、航海に参加した研究者により提出された希望保管方法に従い保管する。保管部

署はサンプルに統一的な管理番号を付与し、情報管理部署はそのメタデータを保管、管理する。 
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・航海により得られた岩石サンプル： 

保管期間は 10年としている。10年を経過したサンプルは保管の継続、譲渡、廃棄のいずれの

措置を行うか、保管責任者が決定する。保管部署はサンプルに統一的な管理番号を付与し、情報

管理部署はそのメタデータを保管、管理する。 

 

・航海により得られた生物サンプル： 

保管期間は 10年としている。10年を経過したサンプルは保管の継続、譲渡、廃棄のいずれの

措置を行うか、「生物サンプル取扱ワーキンググループ」にて審議する。航海に参加した研究者

が保管期間終了時まで、当該サンプルを保管する。情報管理部署がサンプルに統一的な管理番号

を付与し、メタデータを保管、管理する。 

 

・地球深部探査船「ちきゅう」により得られた調査観測データ・サンプル： 

保管責任者は、原則として 10 年を経過したコアサンプルについて、保管の継続、譲渡又は廃

棄のいずれの措置を行うか決定する。そのほかのデータ・サンプルについては保管期間を定めて

いない。保管部署は提出されたデータ・サンプルを適切に保管し、散逸や汚損を防止する。機構

は航海に参加した研究者に対して公開猶予期間（優先利用期間）を与え、公開猶予期間終了後は

法令や機構の諸規程に抵触しないことを確認し、当該データ・サンプル公開する。 

 

・機構の施設・設備等により得られた調査観測データ・サンプル： 

保管期間は定めていないが、データ・サンプルを廃棄する場合は、情報業務委員会での審議が

必要なため恣意的な廃棄はできない仕組みとなっている。担当部署は提出されたデータ・サンプ

ルを適切に保管し、散逸や汚損を防止する。機構は、当該データ・サンプルを取得した研究者に

対して公開猶予期間（優先利用期間）を与え、公開猶予期間終了後は法令や機構の諸規程に抵触

しないことを確認し、当該データ・サンプル公開する。 

 

・シミュレーションデータ： 

データを取得した部署長または代理者が、データの内容、需要、公共性その他の重要度等を勘

案し、公開の是非などを決定した上で、適切に保管管理する。 

 

研究データの廃棄に関しては、研究者が利用しているデータやサンプルの廃棄について

も各研究グループにおいて判断を行っているが、基本的に廃棄することはなく、HDD等に残

し保存し続けている。情報管理部署等によって管理している公開・二次利用に供する生デ

ータ及びサンプル類の廃棄については、シミュレーションデータを除くデータ及びサンプ

ルを廃棄する場合は、担当部署が発議し、情報業務委員会にて審議を行ったうえでデータ・

サンプル取扱責任者が承認する。シミュレーションデータについては、当該データを取得

した部署長または代理者が消去・廃棄を決定し、消去・廃棄する場合は事前に情報業務委

員会に通知し、データ管理部会の審議及びデータ・サンプル取扱責任者の承認を受けた上

で消去・廃棄を行う。 

10 年を経過したサンプルの措置方法（継続、譲渡、廃棄）は、岩石サンプル・コアサン

プルについては保管責任者が決定する。生物サンプルについては、「生物サンプル取扱ワー

キンググループ」にて審議する。廃棄する場合は情報業務委員会にて審議を行ったうえで

データ・サンプル取扱責任者が承認することとしている。 
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データ・サンプルの廃棄までの手続き 

 

転出又は退職する研究者が保有する研究データについては、各研究グループ内において、

個別に保存確認が行われている。現在、年度内を目標に当該フローを機構内で共通化すべ

く検討しているところであり、退職時等に所属長とともに保存先や廃棄の確認を行い、確

認書に退職者及び所属長の双方が署名した書面を残すなどの対応を検討している。 

 

 研究データの保存等に関する管理コストや費用負担については、研究者が利用している

データ及びサンプル類については、各研究グループが管理にかかる費用等を負担している。

情報管理部署等によって管理している公開・二次利用に供する生データ及びサンプル類に

ついては、関係する規程類に定められた保管責任部署において、それぞれ費用を負担して

いる。 

 

 研究データの保存等に関する研究データの帰属先に関するルールについては、「データ・

サンプル取扱規程」において、役職員又は役職員以外の者が機構の船舶等又は施設・設備

等を利用して取得するデータ・サンプルは、機構以外の者との間で特別な契約がある場合

を除き、機構の帰属としている。また、役職員が外部機関の保有する船舶等又は施設・設

備等を利用して機構の業務上取得するデータ・サンプル又は譲り受けたデータ・サンプル

については、帰属及びその他取扱いに必要な事項を事前に外部機関との契約により決定し
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なければならない。当該契約によって、機構の帰属となったデータ・サンプルについては、

当該契約の定めに反しない範囲で、「データ・サンプル取扱規程」を適用することとしてい

る。 

 

 

（４）その他研究公正の推進に向けた取組 

 

機構におけるコンプライアンス推進活動として、機構内外に通報窓口を設置しており、

研究活動における不正行為に関しても通報が行えるようにしている。平成 20年度には、機

構におけるコンプライアンス及び各種相談窓口等を取りまとめた「コンプライアンスガイ

ドブック」を作成し職員に配布したほか、毎年の初任者研修の際にも配布を行っている。

その他、リスクマネジメントに係る体制推進の基本的事項等について検討・審議を行うた

め、リスクマネジメント委員会（委員長：理事長、委員：理事・部長等）を設置しており、

機構全体で優先的に対応すべきリスクを優先対応リスクとして選定し、委員会進捗管理の

下で対応を行う体制が存在する。平成 26 年度には、「研究活動における不正行為への対応

等に関するガイドライン」改正の対応を優先対応リスクとして選定し、機構全体でガイド

ライン改正に係る対応へ取り組んだ。今後も研究活動における不正行為に関するリスクが

優先対応リスクとして選定された場合は、委員会進捗管理の下、対応を行うことが可能で

ある。更に、毎年リスクマネジメントニュースを機構内に配信しており、過去に研究不正

に関する事例の紹介と注意喚起のニュースを配信した実績がある。 
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コンプライアンスガイドブック 海洋研究開発機構 

 

機構の図書館において本年９月に「研究安全」の特集を行った際、研究不正に関する書

籍の紹介を行った。このほか、現在、情報管理部署等によって管理している公開・二次利

用に供するデータ・セット及び研究部署から登録要望のあるデータ・セットに対して、デ

ータ DOI登録対応を進めている。 
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データ DOI付与について 

 

 機構における各種手続きについては、不正や不適切な手続きが行われないよう牽制機能

が働くよう原則事前承認の形式をとっており、例えば、研究成果の公表の前には、独自の

研究業績データベースを通じて必ず所属長の承認を得る仕組みがあるため、成果の公表を

上長が必ず確認している。 
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調査結果 長岡技術科学大学 

 

 

（１）研究倫理教育の体制 

 

 ガイドラインを踏まえた研究倫理教育の体制については、国立大学法人長岡技術科学大

学における研究活動に係る不正行為に関する規則に基づき、本学の公正な研究活動を推進

するため、研究倫理の向上及び不正行為の防止等について統括する権限と最終責任を負う

者として総括責任者（学長）を置いている。また、総括責任者を補佐し、研究倫理の向上

及び不正行為の防止等に関する具体策の実質的な責任と権限を持つ者として管理責任者

（副学長（教育研究企画・高専連携担当））を置いている。さらに、研究倫理教育について

実質的な責任と権限を持つ者として研究倫理教育責任者（工学研究科長）を配置し、管理

責任者の指示の下、研究者等に対し、研究者倫理に関する教育を定期的に行う体制を構築

している。 

 また、管理責任者（副学長（教育研究企画・高専連携担当））が委員長を務める研究倫理

委員会を設置し、研究倫理についての研修等の企画及び実施に関して検討し、全学的に研

究倫理教育の充実・改善を図ることに努めている。 

 

 機関全体の実施計画については、第３期中期目標・中期計画に基づき、年度計画を策定

している。第３期中期目標においては、「研究及び研究者の不正が皆無であるこれまでの実

績を継承し実行するため、教育・研究等に関連した法令及び学内規則等の遵守を徹底する。」

と定めており、第３期中期計画においては、「研究者倫理や研究費不正防止に関する基本方

針及び研究費不正防止計画に基づき、研究及び研究費の運営・管理を担う全ての構成員に

対してコンプライアス教育を実施するなど、学生・教職員の法令遵守に対する意識を向上

させる。」と定め、平成３０年度の年度計画においては、「研究活動上の不正行為及び研究

費の不正使用を防止するため、研究倫理委員会及び研究費不正使用防止計画推進室におい

て、コンプライアンス室と連携し、教職員に対するコンプライアンス教育を実施する。ま

た、コンプライアンス教育の理解度を把握するための調査を行う。」と定めている。 

 

 研究倫理教育の履修管理については、研修会においては受付時に出席を確認しており、

平成２９年度の研修では、研修終了後に理解度テストを実施し、また、当日参加出来なか

った教職員に対しては、当日の録画を学内専用のＨＰに掲載し、履修した後に理解度テス

トを提出させる方策をとった結果、履修率が大幅に上がった。 

また、本学が導入している一般財団法人公正研究推進協会（APRIN）の「APRIN e ラーニ

ングプログラム（eAPRIN）」については、全教員及び大学院学生が随時履修できるようにし

てあり、事務局において定期的に履修修了の確認を行っている。 
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これらの研修会や e ラーニングプログラムでの履修状況について、事務局において全体

を把握している。また、研究倫理教育に関する検討については、研究倫理委員会で研修会

等の開催について決定している。学生に対する研究倫理教育に関しては、教務委員会で検

討している。 

 

 

（２）研究者等に対する研究倫理教育 

 

 研究者等について、大学全体として実施している研究倫理教育については、研究倫理研

修会と e ラーニングプログラムを以下の通り実施している。 

 

① 研究倫理研修会については、教員等に加えて、平成２８年度から大学院学生も対象に加えて

実施している。また、平成２９年度には、研修会終了後に理解度テストを実施して理解度の測

定・把握に努めている。 

（平成２９年度参加者：教員等１３３人、事務職員等３６人、学生１１１人、 

合計２８０人） 

また、研修会に参加できなかった者に対しては、学内専用ページに掲載した研修会のビデオ

を視聴させ、その後に理解度テストを提出させる等、研究倫理教育の醸成に努めている。 

（理解度テスト提出者：教員等２０５人、事務職員等２２７人、学生１３０人、 

合計５６２人） 

 

② 教職員の研究倫理教育にかかる e ラーニングプログラムに関して、一般財団法人公正研究推

進協会（APRIN）の「APRIN eラーニングプログラム（eAPRIN）」を利用し、平成３０年度には

公的研究費コンプライアンス教育に特化した履修コース（単元「公的研究費の取扱い」のみ）

を独自に作成し、全教職員（非常勤職員、派遣職員等含む）に履修させている。 

 

 

（３）学生に対する研究倫理教育 

 

 学生に対して実施している研究倫理教育については、大学では大学院に重点をおいた大

学を理念で謳っており、大学院修士課程学生の必修科目として、平成３０年度から授業科

目「研究倫理」を開講し、全修士課程学生が修了までに履修し、修得するよう管理してい

る。また、単位修得の前提としてすべての授業に出席するよう、出席管理も厳粛に行って

いる。内容の理解度の測定については、期末試験及び課題レポートにより行っている。当

該授業の特徴的な取組として、研究倫理に精通している名誉教授４名が１又は２専攻を受

け持ち実施する全専攻共通の授業６回と、専攻ごとに各専攻主任が責任をもって行う専攻

分野に特化した内容（各専攻分野での研究不正の事例からの学習等）の１回からなってい

る。また、授業内容充実のため、全専攻共通の授業回を担当する名誉教授４名に授業終了

後に適宜集まってもらい、本科目担当の教務委員長と一同に会して情報共有や必要な議論

を行っている。 
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大学院修士課程 必修科目「研究倫理」 
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 当該授業については、日本語を十分に理解していない留学生等への対応として、英語に

よる授業の開講を別途行い、すべての修士課程学生に研究倫理を理解させ、修得させるよ

うに取組んでいる。なお、大学院博士後期課程の学生については、本学教員（研究者）に

対する研究不正研修会や e ラーニングプログラム等の受講機会を与えるとともに、各研究

室における実際の研究を通じて、指導教員等から教育を受けている。 

 

学部や大学院において行われている研究倫理教育に関連する授業等は、以下のとおりで

ある。 

 

①学部３年・４年向けの教養科目（発展科目・必修）「技術者倫理」 

（趣旨・目的） 

技術の社会および自然に及ぼす影響・効果に関する理解力や責任など、技術者として社会に

対する責任を自覚する能力を涵養し、倫理観を育む。 

（達成目標） 

１．技術が社会および自然に及ぼす影響・効果について、公害、環境、経済問題や事故の事例

などを用いて具体的に説明できる。 

２．環境責任、製造物責任、他者の知的財産の尊重といった諸概念を説明できる。 

３．技術者が直面する倫理問題を技術者倫理綱領の関係規定を引用しながら説明できる。 

４．企業において技術者が活動する際に、留意すべき倫理的心構えを説明できる。 

 

②大学院修士課程必修科目「研究倫理」 

（趣旨・目的） 

大学院生として研究を行う上で不可欠な研究公正の概念を、それぞれの専攻分野の特性に応

じた具体事例等を通して理解させる。特に、研究成果を学会発表、学術論文発表、及び学位論

文等で公表する際に行ってはならない捏造、改ざん、盗用等の科学における不正行為がどのよ

うなものかを正確に認識させる。さらに、研究活動に求められる社会に対する公正さを倫理的

な立場から理解させる。 

（達成目標） 

１．社会における研究行為の重要性と責務を理解し、責任ある研究活動に不可欠な研究倫理の

必要性を認識できる。 

２．研究計画の立案と研究の遂行における研究倫理を具体的に理解できる。 

３．研究成果発表に関わる公正さを理解できる。 

４．科学の健全な発展に対する研究者の役割と責任を正しく認識できる。 

（実施概要） 

研究開始から終了までの一連の研究プロセスでの重要な段階（過程）において、研究者が取

るべき責任ある行動について学ぶ。事例を示しながら、インタラクティブディスカッションを

中心にして授業を進める。 

（工夫点） 

・留学生など、日本語が不得意な学生のために、英語での授業も開講している。 

・すべての授業回の内容を理解させるために原則として全７回の授業すべての出席が必要 

・しっかり理解をさせ、内容を修得させるために追試験等の救済措置は設けない。 

 

③大学院修士課程原子力システム安全専攻選択科目「原子力技術と倫理」 

（趣旨・目的） 

技術の人々、社会、環境に及ぼす影響や効果について理解し、技術者としての責任の自覚を

もつとともに、倫理的な行動を設計できる能力を涵養する。 
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（達成目標） 

１．技術者をとりまくさまざまな「価値」について、倫理綱領などを用いながら説明できる。 

２．倫理的意思決定の方法を理解し、それを事例において実践できる。 

３．技術が人々、社会、環境に及ぼす影響や効果など、技術者の責任について、具体的な事例

を用いながら自分の言葉で説明できる。 

（工夫点） 

・修士課程の必修科目「研究倫理」に加え、原子力システム安全専攻のみ選択科目として開講

している。 

 

④大学院専門職学位課程選択必修科目「技術者倫理」 

（趣旨・目的） 

工業製品及びシステムの設計・製造・運用において技術者は、社会生活の安全や健康、環境

などに著しく影響を及ぼす機会を有している。その機会は製品システムの大規模化と複雑化と

ともに拡大し、倫理的判断や合理的な行動には、単に技術者個人のみならず組織や社会との関

連から階層的で複合的な理解が必要とされている。本講義ではシステム安全系の視点から、実

践的な技術者倫理の考え方を個人レベルから組織、社会との関連で多面的に理解することによ

り、技術者として実務において有効な倫理的知識に基づく論理と意思決定法を習得すること。 

（達成目標） 

システム安全の実務者として社会の安全と安心の向上に貢献する倫理的意思決定と行動が

できる実践的な知識を身につけること。 

（工夫点） 

身近な多くの事例や実務経験での事例を解説し、グループ討議を通して思考訓練演習を行う。 
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大学院専門職学位課程 選択必修科目「技術者倫理」 

 

 

⑤大学院５年一貫制博士課程１、２年向けの選択必修科目「研究者倫理」 

（趣旨・目的） 

本科目は、科学技術に関する研究倫理を対象とするものであり、世界的な論理的根拠と、産

業分野の具体的事例に関する論理的思考プロセスを重視する。本科目が終わるまでは、学生は

特定の倫理的ジレンマについて分析的にも体系的にも考えることはどんなものかという感覚

を身につける。また、倫理観を明確に表現・要約したり、他人の倫理観を分析・批判したりす

ることができるようになる。 

（実施概要） 

科学技術の応用の中で、最先端技術や意思決定の基礎を深く理解できるようにする。倫理に

関連した意思決定プロセスに深く挑戦する知識と演習を通して、学業と職業において直面する

倫理的課題を認識し評価することを支援および指導する。チームベースの学習スキームを通し

て、英語での効果的なコミュニケーション能力とプレゼンテーションスキルを向上させること

について学生を指導する。 

 

⑥博士学位審査における剽窃チェック 

（趣旨・目的） 

博士学位論文に関し、剽窃や盗用等の不正行為が行われていないこと又は意図せずそのよ

うな状況になっていないことを確認している。 

（実施主体） 

大学院工学研究科博士後期課程 
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（実施概要） 

学位の申請に先だち実施される予備審査会において、論文剽窃チェックツール「iThenticate」

を用いて該当論文の剽窃チェックを行い、不正行為等のないことの確認ができたものについて、

申請者及び確認者（申請者が在学生においては指導教員）が署名をした学長宛の「博士学位論

文の剽窃に係る届出書」を提出させることを制度として定めている。 

（工夫点） 

「iThenticate」を活用できるように、研究者及び学生を対象に研修会を行っている。 

 

学位論文審査申請書類の提出時期に関する申合せ 
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学位論文の剽窃に係る届出書 
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研究室・研究グループにおいて行われる研究倫理教育に関しては、大学として教員に研

究データの保管管理や学術誌等への論文発表における剽窃チェックを義務づけ、FD 講演会

等での研究不正防止等の機会を利用した教員への啓発を行っており、これらを踏まえ各研

究室でそれぞれの研究分野や取り組み方法に応じたラボミーティング、ラボノート、及び

ラボ内のデータ共有を行っている。 

 

 

（４）一定期間の研究データの保存及び開示 

 

研究データの保存については、「国立大学法人長岡技術科学大学における研究活動に係る

不正行為に関する規則」において、「研究者等は、研究活動の正当性の証明手段を確保する

とともに、第三者による検証可能性を担保するため、実験・観察記録ノート、実験データ

その他の研究資料等（以下「研究データ」という。）を一定期間適切に保存・管理し、開示

の必要性及び相当性が認められる場合には、これを開示しなければならない。」（第 3条第 3

項）と規定し、研究データを一定期間保存することを義務づけている。 

 

保存対象とする研究データは、研究者等が外部に発表した研究成果に関するものとし、

不正を指摘された際に科学的根拠をもって不正がないことを証明できると考えられるもの

を、研究者等が自ら決定することとしており、学生の研究成果に関するものとして保存対

象とする研究データは、指導教員の責任において決定することとしている。（第 40 条第 1

項、第 2項） 

また、複数の研究者等と共同で行った研究成果に関するものとして保存対象とする研究

データに関しては、当該研究者等が担当した部分について証明が可能な研究データとして

いる。（第 40条第 3項） 

研究データの保存期間は、原則として、研究成果の発表時点から 10年としている。ただ

し、研究分野の特性により、10 年を超えた保存期間の設定が必要な場合は、研究成果の発

表時点で研究者等が自ら期間を定めることができることとしている。（第 41条第 1項、第 2

項） 

また、法令等により保存期間が定められている場合における当該研究データの保存期間

は、当該法令等の定めるところによることとし、ただし、法令等が定める保存期間が 10年

未満で期間満了後の即時破棄が明記されていない場合にあっては、研究成果の発表時点か

ら 10年としている。（第 41 条第 3項） 

共同研究により得た研究データ及び外部から受領した研究データの保存期間は、当該研

究データの保存期間に関する契約等がある場合は、その契約等に定めるところによること

とし、ただし、保存期間が 10 年未満の場合にあっては、研究成果の発表時点から 10 年と

している。（第 41条第 4項） 
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他機関への異動又は定年等により退職する者（以下「退職者等」という。）が管理する研

究データは、異動又は退職後において原則本学が継続して保存・管理するものとしている。

（第 42条第 1項）退職者等は、他機関で研究を継続する等の理由により自らの研究データ

を学外に持ち出す場合は、総括責任者に申請（任意の方法による）し、承認を得なければ

ならない。（第 42 条第 2 項）また、退職者等は、本学に残し、又は学外に持ち出した研究

データについて不正が指摘された場合及び第三者から検証の目的で当該研究データに関し

て問い合わせがあった場合は、これに適切に対応する責任を負うこととしている。（第 42

条第 3 項）さらに、退職者等は、研究データを学外へ持ち出す場合は、当該研究データの

保存期間に基づき、適切に保存する責任を負っている（第 42条第 4項） 

 

 

（５）その他研究公正の推進に向けた取組 

 

 学生に対する研究倫理教育に関しては、工学研究科長がカリキュラム等を審議する教務

委員会委員長であり、研究倫理教育責任者も兼ねていることから研究倫理教育を推進する

ために教育部局と連携できる体制が構築されている。 
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調査結果 名城大学 

 

 

（１）研究倫理教育の体制 

 

 ガイドラインを踏まえた研究倫理教育の体制については、研究活動の不正行為の防止に

ついて、最高管理責任者を学長とし、最高管理責任者を補佐し、研究活動の不正行為につ

いての全体を統括する統括管理責任者を副学長（研究担当）としている。この下に研究者

の研究倫理向上に関して、倫理教育責任者を置き、学部長及び研究科長等を充てている。

倫理教育責任者は、所属するすべての研究者を対象に研究倫理教育を実施するほか、指導

教員等を通じて所属学生に研究倫理教育の実施を推進している。 

 

 大学としては、最高管理責任者（学長）が、倫理教育責任者（学部長・研究科長等）宛

に研究倫理教育の実施を要請し、その要請を受け、倫理教育責任者の責任の下、教授会・

研究科委員会等において、全教員に配布の研究ガイドブック、『科学の健全な発展のために

～誠実な科学者の心得～（日本学術振興会）』、『科学研究における健全性の向上について（日

本学術会議）』を活用して、研究倫理教育を実施している。 

 

研究倫理教育の履修管理については、研究者全員から研究倫理教育受講後に「研究倫理

教育についての確認書」を提出させ、大学として研究倫理教育の実態を把握している。ま

た、平成 28年度から研究倫理教育の充実・改善を図るため、日本学術振興会が運営する研

究倫理 e ラーニングコース [eL CoRE]を全学的に導入した。これら全学的な研究倫理教育

の展開については、最高管理責任者（学長）、統括管理責任者（副学長・研究担当）のリー

ダーシップの下、主に学部長会で審議し、各学部等へ展開されているほか、体系的かつ組

織的倫理教育については、教学将来構想検討部会においても審議がなされている。 

 

さらに、学部・研究科毎に教授会で、不正行為を事前に防止するための研究倫理に関す

る具体的な取り扱いを定めるために審議を行い、マニュアル等を作成して取組んでいる。 

例えば、研究倫理教育の実施に関しては、学部・研究科毎に大学院や学部の学生に対し

て実施する授業科目等を具体的に定めている。研究データ等の保存・開示についての指針

についても、学部・研究科毎に検討し専門分野の特性を踏まえた内容としている。 

 

法学部・法学研究科、経済学部・経済学研究科、農学部・農学研究科、薬学部・薬学研究科 

「不正行為を事前に防止するためのマニュアル ―研究活動における研究者倫理の向上

を目指して―」 

理工学部・理工学研究科 

  「研究活動における不正行為を事前に防止する取組 ―研究活動における研究者倫理の

向上を目指して―」 
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  「理工学部・理工学研究科研究倫理教育実施要領」 

  「理工学部・理工学研究科での研究データ保存・開示に関するガイドライン」 

  「理工学部・理工学研究科における共同研究等の実施要領」 

  「実験ノートの記載等に関する推奨事項」 

人間学部・人間学研究科 

  「研究者倫理遵守マニュアル」 

法務研究科 

  「研究活動における不正行為の事前防止に関するマニュアル」 

総合学術研究科 

  「不正行為を事前に防止するための指針－研究活動における研究者倫理の向上を目指し

て－」 

 

 
不正行為を事前に防止するためのマニュアル 法学部・法学研究科 
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（２）研究者等に対する研究倫理教育 

 

研究者及び研究支援人材について、大学全体として実施している研究倫理教育について

は、研究活動における不正行為への対応等に関するガイドラインに基づき、大学において研究

活動の不正行為を防止することを目的として実施している。 

具体的には、研究者全員に、『研究ガイドブック（名城大学学術研究支援センター）』、『科

学の健全な発展のために～誠実な科学者の心得～（日本学術振興会）』、『科学研究における

健全性の向上について（日本学術会議）』を配布し、これらを参考資料に倫理教育責任者が、

研究倫理教育を行っている。また、大学として、研究倫理 e ラーニングコース [eL CoRE]

を導入し、研究者に受講を促している他、不定期ではあるが、学内で外部講師を招へいし、

研究倫理教育講演会を実施している。 

また、研究支援人材についても、研究支援人材に指示する代表研究者等が適宜研究倫理

教育を展開する他、必要に応じてコンプライアンス教育を受講することとしている。 

 

 

研究ガイドブック（名城大学学術研究支援センター） 

 

外国語対応については、『科学研究における健全性の向上について（日本学術会議）』（英

語版）を準備して対応している他、研究倫理 e ラーニングコース(e-Learning Course on 

Research Ethics)[eL CoRE]の英語コースも用意して、言語の壁を乗り越える対応をしてい

る。 
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共同研究者対応については、必要に応じて所属研究者同様、『研究ガイドブック（名城大

学学術研究支援センター）』、『科学の健全な発展のために～誠実な科学者の心得～（日本学

術振興会）』、『科学研究における健全性の向上について（日本学術会議）』を配布して研究

者倫理の浸透を図っている。さらには、大学の研究に関連ある共同研究者等が講演会参加

を希望する場合は認めることとしている。 

 

 

（３）学生に対する研究倫理教育 

 

 学生及び大学院生に対して実施している研究倫理教育については、研究活動の不正行為

に関する規程７条４項に「倫理教育責任者は、指導教員等を通じて所属学生に研究倫理教

育の実施を推進しなければならない」と定められており、各学部等でこれに基づき、実行

されている。各学部等では、以下のような取組事例がある。 

 

【経済】 

学生・大学院生に対する研究倫理教育の主催者は研究者倫理教育責任者（学部長・研究科長）

であるが、実際の学生・大学院生への教育は主として科目の担当教員が実施している。 

学生・大学院生に対する研究倫理教育は、主として研究活動における特定不正行為（捏造、

改ざん、盗用）の防止に焦点を当てている。このため、学部については、レポート、報告書、

論文執筆の機会の多い「ゼミナール」「フィールドワーク」科目において、大学院については、

修士・博士論文指導を行う「研究指導」「演習科目」において実施している。 

また、このほか、入学時のガイダンスにおいて、大学院新入生全員を対象に研究倫理教育を

実施している。 

 

【農】 

 研究倫理に関わる講義や演習科目において「不正行為を事前に防止するためのマニュアル」に

則して、研究者倫理の枠組みを理解させ、「実験」「実習」「卒業研究」や修士・博士論文作成の

指導過程において、研究の正しい進め方について直接的な指導を行っている。 

学部では、研究者倫理および各種規定について、低次学年配当の専門実験で指導し、加えてレ

ポート作成を課すことで論文の作成方法を習得させる。また、4年次には研究の進め方について

指導教員のもとで指導が行われ、最終的に卒業論文としてまとめるが、その際には論文作成法に

ついて指導が行われる。 

 研究科では、「農学特別演習」においては、資料を用いて研究倫理の基本を示している。ラボ

ノートの重要性、適切な研究発表など研究遂行に直接関わる項目については、修士課程の場合は

「特別演習」および「特別実験」、博士後期課程の場合は「特殊研究」において、指導教員によ

る指導が行われる（シラバス記載済み）。 

 

 

【薬】 

６年制薬学教育モデルコアカリキュラムの趣旨に沿って、研究倫理を身につけるため（態度）、

また、臨床研究における倫理規範、倫理指針を理解させるため（知識）、学部が主体となり、教

育科目の一部に組み込んでいる。具体的には、1 年生の後期科目（薬学概論Ⅱ）の講義中の 1

コマを活用し、講義形式で研究倫理教育を実施している。 

また、薬学部及び大学院薬学研究科で作成した「不正行為を防止するためのマニュアル（平成

２８年５月２６日教授会承認）」の内容を、パワーポイントを利活用し、各研究室のセミナー等
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で、卒業研究や特殊研究に取り組む学生に周知するよう依頼を行っている。一部の研究室では、

年度初めの４月に、研究室オリエンテーションの一部として、研究不正とは何か、著作物の利用

方法、データの保管と重要性について、資料を元に説明しており、薬学卒業研究基礎の１コマと

して実施する予定の研究室もある。 

薬学部の学部学生を対象とした「薬学概論 II」の講義では、研究倫理の考え方、臨床研究に

おける倫理規範（ヘルシンキ宣言、ニュルンベルク綱領、ベルモントレポート）、日本における

臨床研究で遵守すべき倫理指針（医薬品の臨床試験の実施の基準に関する省令、人を対象とする

医学研究に関する倫理指針、ヒトゲノム•遺伝子解析研究に関する倫理指針、遺伝子治療臨床研

究に関する指針）について、講義を実施している。また、実際に研究を行いその成果をまとめる

上での態度教育として、データの取り扱い方、データをまとめる上での注意点、研究不正や利益

相反について説明を行っている。 

加えて、大学院薬学研究科の大学院生や研究員に対しては、研究室セミナー等で、上記に加え、

研究費の使用ルール、二重投稿、オーサーシップ、研究成果の漏洩等についても説明を行ってい

る。 

 

【理工】 

学生及び大学院生については、「理工学部・理工学研究科研究倫理教育実施要領」、「理工学部・

理工学研究科における共同研究等の実施要領」、「理工学部・理工学研究科での研究データ保存・

開示に関するガイドライン」、「実験ノートの記載等に関する推奨事項（記入例）」という学部で

定めた内容に基づき、倫理教育責任者である学部長のリーダーシップの下、学科・各専攻に具

体的な指導を行っている。なお、学部教育課程において、各学科の理工学基礎科目に『技術者

倫理』を開講している。 

大学院生に対しては、指導教員の研究指導のもとで、研究課題の設定、実施する上の研究計

画作成、課題研究、応用展開の順に研究を進め、成果をまとめる。まとめた成果をもとに、学

位論文審査基準を踏まえ、論文作成を行っている。本基準をみたすことは、論文内容について

不正防止対策の一つとなる。 

また、博士後期課程に関しては、盗用防止検索システム「iThenticate」を導入し、論文盗用

防止対策を厳重に行っている。研究者倫理教育に関しては授業科目「特殊研究」の最初に行う

ことを計画している。 

 

 研究室・研究グループにおける研究倫理教育に関する取り組みついては、例えば、経済

学部の社会フィールドワーク科目において調査を行う際、資料収集として、図書館利用の

確認、使用可能な Web ページとして公的機関のみを指定するとともに、研究倫理として、

出所表記の重要性について、大学が配布する『研究ガイドブック』（名城大学学術研究支援

センター）等により指導を行っている。 

 農学部の研究室では、「研究室での活動について～所属学生の皆さんへ～」として、実験

室内の良く目立つ場所に、事故発生時の対応や日々の研究室の活動における留意事項等に

関する簡潔なマニュアルを掲示しており、更には掲示に加えて研究室の 4 年進級直前のガ

イダンスで当該マニュアルを配布して内容を周知している。 

また、研究・実験等については、安全配慮、服装、実験の進行に関する事柄とともに、

研究記録の取扱いの中で、実験ノートや測定データの電子ファイルの管理等についても取

り扱っている。 

薬学部の研究室においては、研究倫理に関する講義をセミナー等で実施し、その中で、

実験ノートの書き方、NMRデータ等の測定データの扱い等について指導を行っている。例え
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ば、実験ノートの書き方では、消せないペンの使用、研究室で記載し持ち帰らない、実験

の日付と反応番号または実験番号、新しく反応を行う場合の反応式の記載、試薬の分子量、

使った量、mol 数、天気、反応の手順、文献を参考にした場合の文献情報など、研究室で毎

日の実験を行う際に必要となる内容をレジュメに整理し説明している。 

 

 

（４）一定期間の研究データの保存及び開示 

 

一定期間の研究データの保存及び開示については、大学の研究活動の不正行為に関する

規程に定められている。その内容を受け、具体的な取扱いについては、各学部等にて定め

られている不正行為を事前に防止するためのマニュアル等の取扱要領に基づき定めている。 

なお、基本的には各学部等で大きな違いはないが、分野の特性（文系・理系）に応じて、

取扱い内容に多少の差異がある（例えば、生命科学系学部は試料等に触れるが、文系では

触れないなど）。 

 

【農学部の不正行為を事前に防止するためのマニュアルより抜粋】 

研究が公正に行われていることや新規性を立証する証拠等として、学術論文や研究報告等、

研究成果の発表のもととなった研究データ等（実験ノート、文書、数値データ、画像、試料等）

は、本指針に従って一定期間保存し、必要に応じて開示しなければならない。 

研究データ等の保存や論文等の作成において、捏造、改ざん、盗用等の不正行為を為さず、

また加担してはならない。 

 

① 実験ノートの作成と保存 

ア 実験・観察をはじめとする研究活動において、教員は自らの研究において実験ノートを

作成するだけでなく、大学院学生の博士論文や修士論文に関わる研究実験及び学部学生の

卒業研究においても、その過程を実験ノートの形で残すよう指導する。ただし、野外調査

を伴う研究活動においては、野外調査での記録やデータの記入に用いる野帳を残す。記入

過程での修正は履歴が残るようにし、事後に情報を改変してはならない。 

イ 実験ノートには実験等の操作や観察等のログ（日誌的な記録）、データ取得の条件、解析

の要点等を後に利用・検証のために実験できるよう、詳しく記載する。 

ウ 実験ノート（あるいは野帳）は研究活動の一次情報記録として当該学術論文等の発表後

１０年間保存するものとする。 

 

② 研究資料及び試料等の保存 

ア 研究データ等のうち、文書、数値データ、画像等の研究資料は、電子化し、当該学術論

文等の発表後１０年間保存するものとする。電子データや文書ファイルについてはバック

アップを取っておく。その際、複数の論文等のファイルをメタデータとして管理・保存す

る。 

紙媒体の研究資料についても少なくとも１０年間は保存するものとするが、保管スペー

スの制約等止むを得ない事情がある場合には、合理的な範囲で廃棄することを可能とする。 

イ 試料（生物、組織、細胞、抽出物、標本、合成物、水、土等）や装置等、試料等の保存

期間は、原則として当該論文等の発表後５年間とするものとする。保存方法についてはそ

れぞれに適切な方法で保存する。ただし、保存が困難な不安定なもの、実験で消費されて

しまうもの、及び保存に多大なコストがかかるものについてはこの限りではない。また、

生態観察や成長解析に用いた動植物及び温度測定に用いた非生物試料（土や水等）等につ
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いては保存することを義務としない。 

 

保存対象の研究データと廃棄する研究データは、機関が定めた「研究活動の不正行為に

関する規程」を踏まえ、学部・研究科が定めているマニュアル等の考え方に基づき、試料

の性格やニーズの要請上、研究（責任）者の責任の下で区分する。 

その内容は、各学部等のバリエーションがあり一律ではないものの、保存期間経過後の

廃棄については、研究責任者（研究室主宰者）に判断が委ねられるケースが多い（ただし、

重要なデータ等は保存が望ましいとされるケースが多い）。 

 

【経済】 

経済学部「不正行為を事前に防止するためのマニュアル」に従って取り扱っている。この

区分・取扱は研究者個人の責任において行っている。以下に当該規程を示す。 

研究資料等の取扱いについて、法令等による定めがある場合には、その定めに従うものと

する。また、研究プロジェクトによる研究成果について、配分機関に取り決め等がある場合

はそれに従うものとする。保存期間については、本指針に定める期間の方が長い場合には、

これに従うものとする。なお、本指針以外の取扱いに従う場合には、それに関する法令等の

写しを当該資料等とともに保存しておく。 

 

【農】 

研究室で行った研究に関して、データや試料を廃棄するかどうかの判断は研究者個人（各

教員）の判断に委ねられている。生物試料や解析試料については、発表に用いる可能性のあ

るものは原則保管、学会発表・論文発表に用いたものを優先的に保管し、それ以外は廃棄す

るようにしている。 

 

【薬】 

実験ノート、印刷したデータ、生データ、試料、試薬、資料等、研究領域によって取り扱

いが異なるので、研究室または、そのプロジェクトを推進している研究者の判断に任せてい

る。 

 

 転出、又は退職する研究者が保有する研究データの保存については、転出、又は退職す

る研究者自身が、自身の研究活動に関わる資料のうち保存すべき論文名、研究データ等の

保存場所及び後日確認が必要となった場合の所在等を、同研究室の在職中の教員（あるい

は学部長・学科長等）に報告し、追跡可能としておく。 

なお、研究主宰者が転出する場合も同様であるが、一部の学部等（人間学部）では、「学

部長・研究科長は、教員の退職や転出に際して、研究資料の適正な保存・開示・破棄につ

いて、在職する教員が引き継ぐために必要な措置を講ずる。」としているケースもある。 

 

 

（５）その他研究公正の推進に向けた取組 

 

学術研究支援センターが機関全体の研究公正を担う部署となっており、設置されている

コンプライアンス推進責任者（学術研究支援センター長）、同副責任者（同事務部長）が中
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心となって、コンプライアンス教育を推進するほか、センター職員が総力を挙げて研究不

正がないように、啓発活動に努めている。例えば、学部・研究科が作成した「不正行為を

事前に防止するためのマニュアル」については、学術支援センター長から学部長会に対し

て依頼し整備をしたものである。 

 

研究紀要や学位論文に関する研究公正の取組として、米国アイパラダイムズ社が開発し

た、学術論文や著作物の剽窃(ひょうせつ)・盗作を検知するオンラインサービス

「iThenticate」を導入している。 

 

人間学研究科では、研究活動全般における基本倫理、インフォームドコンセントやプラ

イバシー保護などの実験・調査を伴う研究活動における留意事項等を徹底するため、大学

院生に、「修士論文・試験・レポート等に関する注意事項」（人間学研究科）に基づいて、

研究倫理遵守誓約書の提出を義務付けている。 

 

 

研究倫理遵守誓約書 
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修士論文・試験・レポート等に関する注意事項（人間科学研究科） 
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